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１１１１    趣旨趣旨趣旨趣旨    

本県では，主に次に掲げる目的を踏まえて平成１９年度決算に基づく財務諸表から新地方公

会計制度に即した作成・公表を行っており，今般，平成２４年度決算に基づく普通会計財務諸表

及び連結財務諸表を作成しました。 

① 県民の皆様により分かりやすい財務情報をお知らせする一助とする 

② 長期かつ総合的に財務情報を把握し，より一層のコスト意識を持って行財政運営を行う 

  ※ 平成 18 年 8 月 31 日付け総務事務次官通知「地方公共団体における行政改革の更なる推進のための指針の策定について」において，公会計整備の推進に取り組むよう明記されたことを踏まえ，作成したものです。 
 

２２２２    財務諸表の構成財務諸表の構成財務諸表の構成財務諸表の構成    

（１）財務諸表は国の「新地方公会計制度実務研究報告書」（平成 19 年 10 月）の「総務省方式

改訂モデル」により作成しており，次の４表により構成されています。    

 

① 貸借対照表 県が行政サービスを提供するために保有している財産（資産）の

規模と，その資産形成がどのような財源（負債・純資産）で賄われ

ているかを対照表示したものです。 

② 行政コスト計算書 １年間の県の行政活動において，資産形成に結びつかない行政

サービスに要した経費（行政コスト）と，その行政サービスの対価

として得られた財源（使用料や手数料など）を表したものです。 

③ 純資産変動計算書 貸借対照表の「純資産」が，１年間にどのような要因でどの程度

増減したかを表したものです。 

④ 資金収支計算書 １年間の資金の流れを「経常的収支の部」，「公共資産整備収支

の部」，「投資・財務的収支の部」に区分し表したものです。 ・経常的収支の部…経常的な行政活動に係る資金収支 ・公共資産整備収支の部…公共資産の整備に係る資金収支 ・投資・財務的収支の部…投資活動や地方債の償還等に係る資金収支 

  

（２）普通会計ベースの財務諸表に加え，公営企業会計や第三セクター等を含めた連結ベース

の財務諸表も作成しています。 

  ※ 連結の対象となる外郭団体等（４７会計・団体） ・公営企業会計の水道用水供給事業会計など６会計 ・地方独立行政法人宮城県立病院機構，宮城県土地開発公社， 社会福祉法人宮城県社会福祉協議会，仙台空港鉄道株式会社など４１団体     （今回から連結の対象を，県の出資比率５０％以上から２５％以上としたため前年度から１９団体増加）   

平成 26 年 3 月 財 政 課 宮城県の平成２４宮城県の平成２４宮城県の平成２４宮城県の平成２４年度財務諸表について年度財務諸表について年度財務諸表について年度財務諸表について    
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３３３３    資産資産資産資産評価の状況評価の状況評価の状況評価の状況    

   段階的に，公共資産の固定資産台帳整備を進めています。 

     
４４４４    平成２平成２平成２平成２４４４４年度普通会計貸借年度普通会計貸借年度普通会計貸借年度普通会計貸借対照表対照表対照表対照表    

 

固定資産台帳整備状況 Ｈ１９年度決算 Ｈ２０年度決算 Ｈ２１年度決算 Ｈ２２年度決算 Ｈ２３年度決算 Ｈ２４年度決算土地 ○○○○建物 ○○○○土地 ○○○○建物 ○○○○土地 ○○○○建物 車両，機械器具，立木竹等庁舎，公営住宅，学校等インフラ資産 道路，公園等物品等
資産区分 整備年度 例売却可能資産 普通財産有形固定資産 事業用資産

（単位：億円）１．公共資産 27,154（１）有形固定資産 26,786（２）売却可能資産 368２．投資等 7,314（１）投資及び出資金 1,358（２）貸付金 1,466（３）基金等 4,449（４）長期延滞債権 69（５）回収不能見込額 △ 28３．流動資産 2,515（１）現金預金 2,499（２）未収金 1636,98336,98336,98336,983１．固定負債 18,353（１）地方債 15,734（２）長期未払金 97（３）退職手当引当金 2,450（４）損失補償等引当金 72２．流動負債 1,317（１）翌年度償還予定地方債 916（２）短期借入金 0（３）未払金 7（４）翌年度支払予定退職手当 239（５）賞与引当金 15519,67019,67019,67019,67017,31317,31317,31317,31336,98336,98336,98336,983負債及び純資産合計

【資産の部】

資産合計【負債の部】

資産の部資産の部資産の部資産の部 　　　　 （県が現在保有している財産）

純資産の部純資産の部純資産の部純資産の部　　　　 （資産の財源のうち過去・現在の世代及び国の負担）　※端数処理のため積み上げと計が一致しない場合がある。以下全ての表において同様。【純資産の部】負債合計純資産合計

負債の部負債の部負債の部負債の部 　　　　 （資産の財源のうち将来世代の負担となる額）
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（１（１（１（１））））貸借対照表の対前年度比較貸借対照表の対前年度比較貸借対照表の対前年度比較貸借対照表の対前年度比較    

    

○  平成２４年度末の「資産」については，「投資等」における「基金等」や「貸付金」の増加など

により，前年度比約８００億円増加の約３兆７，０００億円となりました。 

「基金等」は，東日本大震災復興交付金基金や地域整備推進基金の積立てなどにより，

前年度比約１，０００億円増加し，「貸付金」は，被災中小企業施設・設備整備支援事業貸付

金の増加などにより，前年度比約６００億円増加しています。 

 

○  「負債」については，「固定負債」における「地方債」の増加などにより，前年度比約５００億

円増加の約１兆９，７００億円となりました。 

 「地方債」は，地方交付税の振り替わりとして発行している臨時財政対策債の増加などによ

り，前年度比約７００億円増加しています。 

 

○  「純資産」については，「公共資産等整備国補助金等」や「公共資産等整備一般財源等」の

増加により，前年度比約３００億円増加の約１兆７，３００億円となりました。 

 

（２（２（２（２）有形固定資産の行政目的別割合）有形固定資産の行政目的別割合）有形固定資産の行政目的別割合）有形固定資産の行政目的別割合    

○ 有形固定資産の行政目的別割合については，道路や河川などの「生活インフラ・国土保全」

分野や，農地や漁港などの「産業振興」分野の割合が大きくなっています。 

 

（単位：億円）H23 H24H24H24H24 増減 H23 H24H24H24H24 増減１．公共資産 28,079 27,15427,15427,15427,154 △ 925 １．固定負債 17,863 18,35318,35318,35318,353 490（１）有形固定資産 27,686 26,78626,78626,78626,786 △ 900 （１）地方債 15,036 15,73415,73415,73415,734 698（２）売却可能資産 393 368368368368 △ 25 （２）長期未払金 0 97979797 97（３）退職手当引当金 2,597 2,4502,4502,4502,450 △ 147２．投資等 5,699 7,3147,3147,3147,314 1,615 （４）損失補償等引当金 230 72727272 △ 158（１）投資及び出資金 1,344 1,3581,3581,3581,358 14（２）貸付金 888 1,4661,4661,4661,466 578 ２．流動負債 1,275 1,3171,3171,3171,317 42（３）基金等 3,417 4,4494,4494,4494,449 1,032 （１）翌年度償還予定地方債 862 916916916916 54（４）長期延滞債権 82 69696969 △ 13 （２）短期借入金 0 0000 0（５）回収不能見込額 △ 32 △ 28△ 28△ 28△ 28 4 （３）未払金 0 7777 7（４）翌年度支払予定退職手当 256 239239239239 △ 17３．流動資産 2,388 2,5152,5152,5152,515 127 （５）賞与引当金 157 155155155155 △ 2（１）現金預金 2,374 2,4992,4992,4992,499 125 19,138 19,67019,67019,67019,670 532（２）未収金 14 16161616 2 17,028 17,31317,31317,31317,313 28536,166 36,98336,98336,98336,983 817 36,166 36,98336,98336,98336,983 817負債及び純資産合計負債及び純資産合計負債及び純資産合計負債及び純資産合計資産合計資産合計資産合計資産合計

【資産の部】 【負債の部】

【純資産の部】純資産合計負債合計

（単位：百万円）金額 構成比 金額 構成比生活インフラ・国土保全 1,558,349 56.3% 1,533,7881,533,7881,533,7881,533,788 57.3% △ 24,561教育 361,789 13.1% 348,376348,376348,376348,376 13.0% △ 13,413福祉 141,387 5.1% 131,710131,710131,710131,710 4.9% △ 9,677環境衛生 11,110 0.4% 9,3789,3789,3789,378 0.3% △ 1,732産業振興 551,604 19.9% 517,379517,379517,379517,379 19.3% △ 34,225警察 49,013 1.8% 47,15547,15547,15547,155 1.8% △ 1,858総務 95,290 3.4% 90,82390,82390,82390,823 3.4% △ 4,467有形固定資産合計 2,768,542 100.0% 2,678,6092,678,6092,678,6092,678,609 100.0% △ 89,933

行政目的 H23 H24 増減
生活インフラ・国土保全
57.3%教育

13.0%

福祉
4.9%

環境衛生
0.3%

産業振興
19.3%

警察
1.8%

総務
3.4%
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５５５５    平成２平成２平成２平成２４４４４年度普通会計行政コスト計算書年度普通会計行政コスト計算書年度普通会計行政コスト計算書年度普通会計行政コスト計算書    

    

（１）行政コスト計算書の対前年度比較（１）行政コスト計算書の対前年度比較（１）行政コスト計算書の対前年度比較（１）行政コスト計算書の対前年度比較    

 

 

○  平成２４年度の資産形成に結びつかない行政サービスに用いた「経常行政コスト」は，「移

転支出的なコスト」における「補助金等」や，「物にかかるコスト」における「物件費」の増加な

どにより，前年度比約１，９００億円増加の約１兆１，７００億円となりました。 

 「補助金等」は，東日本大震災復興基金交付金や中小企業等復旧・復興支援費などの増

加により，前年度比約９００億円増加し，「物件費」は，災害等廃棄物処理費の増加などによ

り，前年度比約８００億円増加しています。 

 

○  行政サービスなどの対価収益である「経常収益」は，寄附金などの減少により，前年度比

約３００億円減少の約２００億円となりました。 

 

○  以上の結果，経常行政コストから経常収益を差し引いた「純経常行政コスト」は，前年度比

約２，２００億円増加の約１兆１，５００億円となりました。この「純経常行政コスト」にあたる部

分は，一般財源などで賄うことになります。 

 

 

（単位：億円）金額 構成比 金額 構成比9,705 100.0%
11,65311,65311,65311,653 100.0% 1,948１．人にかかるコスト 2,724 28.1%
2,5512,5512,5512,551 21.9% △ 173（１）人件費 2,322 23.9%
2,2892,2892,2892,289 19.6% △ 33（２）退職手当引当金繰入等 245 2.5%
107107107107 0.9% △ 138（３）賞与引当金繰入額 157 1.6%
155155155155 1.3% △ 2２．物にかかるコスト 2,293 23.6%

3,1943,1943,1943,194 27.4% 901（１）物件費 1,136 11.7%
1,9781,9781,9781,978 17.0% 842（２）維持補修費 17 0.2%

29292929 0.2% 12（３）減価償却費 1,140 11.7%
1,1871,1871,1871,187 10.2% 47３．移転支出的なコスト 4,482 46.2%
5,6045,6045,6045,604 48.1% 1,122（１）社会保障給付 187 1.9%
159159159159 1.4% △ 28（２）補助金等 3,757 38.7%

4,6234,6234,6234,623 39.7% 866（３）他会計等への支出額 91 0.9%
79797979 0.7% △ 12（４）他団体への公共資産整備補助金等 447 4.6%

743743743743 6.4% 296４．その他のコスト 206 2.1%
304304304304 2.6% 98（１）支払利息 200 2.1%
182182182182 1.6% △ 18（２）回収不能見込計上額 6 0.1%
18181818 0.2% 12（３）その他行政コスト 0 0.0%

104104104104 0.9% 104441 100.0%
178178178178 100.0% △ 263１．使用料・手数料 94 21.3%
98989898 55.1% 4２．分担金・負担金・寄附金 347 78.7% 80808080 44.9% △ 267

2,211

1.5%1.5%1.5%1.5%9,264
11,47511,47511,47511,475

増減H24

純経常行政コスト純経常行政コスト純経常行政コスト純経常行政コスト（経常行政コスト－経常収益）（経常行政コスト－経常収益）（経常行政コスト－経常収益）（経常行政コスト－経常収益）

【経常行政コスト】　ａ

【経常収益】　ｂｂ／ａ

H23

4.5%
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（２（２（２（２））））行政行政行政行政目的別目的別目的別目的別経常行政コスト経常行政コスト経常行政コスト経常行政コスト    

 

 

○  平成２４年度の「経常行政コスト」については，「福祉」分野や「産業振興」分野などのコスト

が大きくなっています。 

 

○  前年度と比較して，「産業振興」分野で約１，２００億円コストが増加しておりますが，これは，

東日本大震災からの復興のための，中小企業等復旧・復興支援費や被災地域農業復興総

合支援費，小型漁船及び定置網共同化支援費の増加などによるものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

（単位：百万円）金額 構成比 金額 構成比生活インフラ・国土保全 79,372 8.2% 98,42798,42798,42798,427 8.4% 19,055教育 221,574 22.8% 209,214209,214209,214209,214 18.0% △ 12,360福祉 315,769 32.5% 353,790353,790353,790353,790 30.4% 38,021環境衛生 23,999 2.5% 27,53327,53327,53327,533 2.4% 3,534産業振興 143,516 14.8% 262,360262,360262,360262,360 22.5% 118,844警察 53,060 5.5% 49,12449,12449,12449,124 4.2% △ 3,936総務 77,268 8.0% 96,95196,95196,95196,951 8.3% 19,683議会 1,654 0.2% 1,5091,5091,5091,509 0.1% △ 145支払利息 20,013 2.1% 18,24718,24718,24718,247 1.6% △ 1,766回収不能見込計上額 562 0.1% 1,7741,7741,7741,774 0.1% 1,212その他 33,696 3.5% 46,42446,42446,42446,424 4.0% 12,728経常行政コスト合計 970,483 100.0% 1,165,3531,165,3531,165,3531,165,353 100.0% 194,870
行政目的 H23 H24 増減 生活インフラ・国土保全

8.4%教育
18.0%福祉

30.4%環境衛生
2.4%

産業振興
22.5%

警察
4.2%

総務
8.3%

議会
0.1%

支払利息
1.6%

回収不能見込計上額
0.1%

その他
4.0%
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６６６６    平成２平成２平成２平成２４４４４年度普通会計純資産変動計算書の概要年度普通会計純資産変動計算書の概要年度普通会計純資産変動計算書の概要年度普通会計純資産変動計算書の概要    

    
 

７７７７    平成２平成２平成２平成２４４４４年度普通会計資金収支計算書の概要年度普通会計資金収支計算書の概要年度普通会計資金収支計算書の概要年度普通会計資金収支計算書の概要    

 

（単位：億円）
・その他・その他一般財源等 12,148△ 12,18520,634・資産評価差額 △ 3,284・公共資産等整備一般財源等・臨時損益 △ 1,181

　　H24年度末純資産　　H24年度末純資産　　H24年度末純資産　　H24年度末純資産 17,31317,31317,31317,313・国の負担 △ 99・補助金等受入 △ 11,4752,5773,8311,9614,671
　　H23年度末純資産              　　H23年度末純資産              　　H23年度末純資産              　　H23年度末純資産              17,02817,02817,02817,028・純経常行政コスト・地方税・その他行政コスト充当財源・地方交付税

（単位：億円）10,79710,79710,79710,7972,6931,9784,623など 13,78913,78913,78913,7892,5783,8312,7161,795など 1,329810217242302など 6,1522,0083,254750など 3,5941,7391,420など

経常的収支の部経常的収支の部経常的収支の部経常的収支の部 2,9922,9922,9922,992支出　　　　　物件費  　　　　　　人件費  　　　　　　補助金等収入　　　　　地方税　　　　　地方交付税　　　　　国補助金等　　　　　基金取崩額公共資産整備収支の部公共資産整備収支の部公共資産整備収支の部公共資産整備収支の部 △ 519△ 519△ 519△ 519支出収入　　　　国補助金等　　　　地方債発行額投資・財務的収支の部投資・財務的収支の部投資・財務的収支の部投資・財務的収支の部 △ 2,558△ 2,558△ 2,558△ 2,558支出　　　　基金取崩額　　　　貸付金　　　　基金積立額　　　　地方債償還額収入　　　　国補助金等
期末歳計現金残高期末歳計現金残高期末歳計現金残高期末歳計現金残高 1,6011,6011,6011,601

　　　　貸付金回収額当年度歳計現金増減額当年度歳計現金増減額当年度歳計現金増減額当年度歳計現金増減額 △ 85△ 85△ 85△ 85期首歳計現金残高 1,686

○  平成２４年度末の「純資産」について

は，前年度から約３００億円増加の約   

１兆７，３００億円となりました。 

 

○  増加の主な要因については，東日本

大震災からの復旧・復興に対応するた

めの国からの補助金や震災復興特別

交付税の交付などによるものです。 

 

○  このため，平成２４年度末の「純資

産」は，国の負担や公共資産等整備一

般財源等が増加しています。 

○  経常的な行政活動にかかる資金の動

きを計上する「経常的収支の部」は，東

日本大震災からの復旧・復興のための

国からの補助金や，震災復興特別交付

税の交付などにより収支で約３，０００億

円の黒字となりました。この黒字で他の

部の赤字を賄うことになります。 

 

○  公共資産の整備にかかる資金の動き

を計上する「公共資産整備収支の部」

は，収支で約５００億円の赤字となりまし

た。 

 

○  貸付金や基金の積立て，地方債の発

行・償還などの財政活動にかかる資金

の動きを計上する「投資・財務的収支の

部」は，収支で約２，６００億円の赤字と

なりました。 

 

○  以上の結果，本県の歳計現金は約  

１００億円減少し平成２４年度末の歳計

現金の残高は約１，６００億円となりまし

た。 
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８８８８    平成２平成２平成２平成２４４４４年度連結貸借対照表年度連結貸借対照表年度連結貸借対照表年度連結貸借対照表  

   

（単位：億円）普通会計 構成比 連結連結連結連結 構成比 差引１．公共資産 27,154 73.4% 35,13135,13135,13135,131 70.9% 7,977（１）有形固定資産 26,786 72.4% 33,94933,94933,94933,949 68.5% 7,163（２）無形固定資産 0 0.0% 809809809809 1.6% 809（３）売却可能資産 368 1.0% 373373373373 0.8% 5２．投資等 7,314 19.8% 10,92510,92510,92510,925 22.0% 3,611（１）投資及び出資金 1,358 3.7% 360360360360 0.7% △ 998（２）貸付金 1,466 4.0% 309309309309 0.6% △ 1,157（３）基金等 4,449 12.0% 5,3395,3395,3395,339 10.8% 890（４）長期延滞債権 69 0.2% 69696969 0.1% 0（５）その他 0 0.0% 4,8764,8764,8764,876 9.8% 4,876（６）回収不能見込額 △ 28 △0.1% △ 28△ 28△ 28△ 28 △0.1% 0３．流動資産 2,515 6.8% 3,5093,5093,5093,509 7.1% 994（１）資金（※） 1,601 4.3% 2,2742,2742,2742,274 4.6% 673（２）未収金 33 0.1% 100100100100 0.2% 67（３）販売用不動産 0 0.0% 186186186186 0.4% 186（４）その他 898 2.4% 969969969969 2.0% 71（５）回収不能見込額 △ 17 0.0% △ 20△ 20△ 20△ 20 0.0% △ 3４．繰延勘定 0 0.0% 1111 0.0% 136,983 100.0% 49,56649,56649,56649,566 100.0% 12,583（※）連結会計の計上方法に合わせ，普通会計分の「資金」については，「歳計現金」のみを計上。 （単位：億円）普通会計 構成比 連結連結連結連結 構成比 差引１．固定負債 18,353 49.6% 24,91224,91224,91224,912 50.3% 6,559（１）地方公共団体 15,734 42.5% 16,97516,97516,97516,975 34.2% 1,241（２）関係団体 0 0.0% 250250250250 0.5% 250（３）長期未払金 97 0.3% 98989898 0.2% 1（４）引当金 2,522 6.8% 2,7102,7102,7102,710 5.5% 188（５）その他 0 0.0% 4,8794,8794,8794,879 9.8% 4,879２．流動負債 1,317 3.6% 1,8231,8231,8231,823 3.7% 506（１）翌年度償還予定額 916 2.5% 1,1931,1931,1931,193 2.4% 277（２）短期借入金（翌年度繰上充用金含む） 0 0.0% 5555 0.0% 5（３）未払金 7 0.0% 75757575 0.2% 68（４）翌年度支払予定退職手当 239 0.6% 239239239239 0.5% 0（５）賞与引当金 155 0.4% 163163163163 0.3% 8（６）その他 0 0.0% 148148148148 0.3% 14819,670 53.2% 26,73526,73526,73526,735 53.9% 7,06536,983 100.0% 49,56649,56649,56649,566 100.0% 12,583

負債合計

資産合計資産合計資産合計資産合計

負債及び純資産合計負債及び純資産合計負債及び純資産合計負債及び純資産合計 46.8% 46.1%

【資産の部】

【負債の部】

【純資産の部】純資産合計 17,313 22,83122,83122,83122,831 5,518



 

- 8 -  

（１）貸借対照表の対前年度比較（１）貸借対照表の対前年度比較（１）貸借対照表の対前年度比較（１）貸借対照表の対前年度比較    

     
○  平成２４年度の連結財務諸表は，普通会計に加え，公営企業会計，地方独立行政法人，

地方公社，県の出資比率が２５％以上である公益法人や株式会社など計４７会計・団体を１

つの会計主体とみなして，会計・団体間の補助金の授受などのやりとりを純計操作により相

殺した上で作成しています。なお，平成２４年度決算から出資比率２５％以上の団体に連結

対象を拡大しており，平成２３年度の計上額については，出資比率５０％以上の団体（２８会

計・団体）で作成しています。 

 

○  「資産」については，「投資等」における「基金等」と「その他」の増加などにより，前年度比

約６，２００億円増加の約４兆９，６００億円となりました。 

 「基金等」は，普通会計の増加などにより，前年度比約１，６００億円増加し，「その他」は，

連結団体の対象拡大などにより約４，８００億円増加しています。 

 

○  「負債」については，「固定負債」における「地方公共団体」と「その他」の増加などにより，

前年度比約５，３００億円増加の約２兆６，７００億円となりました。 

 「地方公共団体」は，普通会計の「地方債」が増加したことなどにより，前年度比約５００億

円増加し，「その他」は，連結団体の対象拡大などにより約４，８００億円増加しています。 

 

○  「純資産」については，連結団体の対象拡大による増加や，普通会計の増加などにより，

前年度比約９００億円増加の約２兆２，８００億円となりました。 

    

    

    

    

    

    

    

（単位：億円）うち連結対象拡大分 うち連結対象拡大分１．公共資産 35,816 35,13135,13135,13135,131 △ 685 111 １．固定負債 19,611 24,91224,91224,91224,912 5,301 4,892（１）有形固定資産 34,595 33,94933,94933,94933,949 △ 646 111 （１）地方公共団体 16,459 16,97516,97516,97516,975 516 0（２）無形固定資産 823 809809809809 △ 14 0 （２）関係団体 227 250250250250 23 50（３）売却可能資産 398 373373373373 △ 25 0 （３）長期未払金 2 98989898 96 0２．投資等 4,292 10,92510,92510,92510,925 6,633 5,053 （４）引当金 2,871 2,7102,7102,7102,710 △ 161 18（１）投資及び出資金 139 360360360360 221 211 （５）その他 52 4,8794,8794,8794,879 4,827 4,824（２）貸付金 257 309309309309 52 △ 50 ２．流動負債 1,829 1,8231,8231,8231,823 △ 6 118（３）基金等 3,789 5,3395,3395,3395,339 1,550 74 （１）翌年度償還予定額 1,265 1,1931,1931,1931,193 △ 72 9（４）長期延滞債権 82 69696969 △ 13 0 （２）短期借入金（翌年度繰上充用金含む） 6 5555 △ 1 1（５）その他 57 4,8764,8764,8764,876 4,819 4,818 （３）未払金 48 75757575 27 9（６）回収不能見込額 △ 32 △ 28△ 28△ 28△ 28 4 0 （４）翌年度支払予定退職手当 256 239239239239 △ 17 0３．流動資産 3,245 3,5093,5093,5093,509 264 211 （５）賞与引当金 164 163163163163 △ 1 0（１）資金 2,121 2,2742,2742,2742,274 153 191 （６）その他 90 148148148148 58 99（２）未収金 74 100100100100 26 10（３）販売用不動産 279 186186186186 △ 93 0 21,440 26,73526,73526,73526,735 5,295 5,010（４）その他 780 969969969969 189 10（５）回収不能見込額 △ 9 △ 20△ 20△ 20△ 20 △ 11 0４．繰延勘定 0 1111 1 143,353 49,56649,56649,56649,566 6,213 5,376 43,353 49,56649,56649,56649,566 6,213 5,376※増減のうち連結対象拡大分は，出資比率５０％以上から２５％以上に連結対象を拡大したことにより増減した額である。

H23 H24H24H24H24 増減【資産の部】 【負債の部】

負債合計純資産合計 21,913

H23 H24H24H24H24 増減

22,83122,83122,83122,831 918資産合計資産合計資産合計資産合計 負債及び純資産合計負債及び純資産合計負債及び純資産合計負債及び純資産合計 366【純資産の部】
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（２）有形固定資産の行政目的別割合（２）有形固定資産の行政目的別割合（２）有形固定資産の行政目的別割合（２）有形固定資産の行政目的別割合    

  
○  連結貸借対照表における有形固定資産の行政目的別割合は，普通会計と比べ，水道用

水供給事業会計や県立病院などが連結対象となる「環境衛生」分野の構成比が高くなって

います。 

 

 

９９９９    平成２平成２平成２平成２４４４４年度連結行政コスト計算書年度連結行政コスト計算書年度連結行政コスト計算書年度連結行政コスト計算書    

   

（単位：百万円）金額 構成比 金額 構成比 うち連結対象拡大分生活インフラ・国土保全 1,966,430 56.8% 1,969,5051,969,5051,969,5051,969,505 58.0% 3,075 7,892教育 377,331 10.9% 363,266363,266363,266363,266 10.7% △ 14,065 0福祉 144,318 4.2% 134,684134,684134,684134,684 4.0% △ 9,634 0環境衛生 206,948 6.0% 202,384202,384202,384202,384 5.9% △ 4,564 1,200産業振興 609,701 17.6% 576,305576,305576,305576,305 17.0% △ 33,396 2,023警察 49,013 1.4% 47,15547,15547,15547,155 1.4% △ 1,858 0総務 95,291 2.8% 90,82390,82390,82390,823 2.7% △ 4,468 0収益事業 0 0.0% 0000 0.0% 0 0その他 10,464 0.3% 10,77210,77210,77210,772 0.3% 308 0有形固定資産合計 3,459,496 100.0% 3,394,8943,394,8943,394,8943,394,894 100.0% △ 64,602 11,115※増減のうち連結対象拡大分は，出資比率５０％以上から２５％以上に連結対象を拡大したことにより増減した額である。
行政目的 H23 H24 増減

生活インフラ・国土保全
58.0%教育

10.7%

福祉
4.0%

環境衛生
5.9%

産業振興
17.0%

警察
1.4%

総務
2.7%

その他
0.3%

(単位：億円)金額 構成比 金額 構成比11,653 100.0% 12,63412,63412,63412,634 100.0% 981１．人にかかるコスト 2,551 21.9% 2,7652,7652,7652,765 21.9% 214（１）人件費 2,289 19.6% 2,4912,4912,4912,491 19.7% 202（２）退職手当引当金繰入等 107 0.9% 115115115115 0.9% 8（３）賞与引当金繰入額 155 1.3% 159159159159 1.3% 4２．物にかかるコスト 3,194 27.4% 3,6483,6483,6483,648 28.9% 454（１）物件費 1,978 17.0% 2,2202,2202,2202,220 17.6% 242（２）維持補修費 29 0.2% 59595959 0.5% 30（３）減価償却費 1,187 10.2% 1,3691,3691,3691,369 10.8% 182３．移転支出的なコスト 5,604 48.1% 5,4765,4765,4765,476 43.3% ▲ 128（１）社会保障給付 159 1.4% 138138138138 1.1% ▲ 21（２）補助金等 4,623 39.7% 4,5954,5954,5954,595 36.4% ▲ 28（３）他会計等への支出額 79 0.7% 0000 0.0% ▲ 79（４）他団体への公共資産整備補助金等 743 6.4% 743743743743 5.9% 0４．その他のコスト 304 2.6% 745745745745 5.9% 441（１）支払利息 182 1.6% 223223223223 1.8% 41（２）回収不能見込計上額 18 0.2% 19191919 0.2% 1（３）その他行政コスト 104 0.9% 503503503503 4.0% 399178 100.0% 1,2021,2021,2021,202 100.0% 1,024１．使用料・手数料 98 55.1% 99999999 8.2% 1２．分担金・負担金・寄附金 80 44.9% 106106106106 8.8% 26３．保険料 0 0.0% 0000 0.0% 0４．事業収益 0 0.0% 682682682682 56.7% 682５．その他特定行政サービス収入 0 0.0% 315315315315 26.2% 315▲ 43

差引【経常行政コスト】　ａ

【経常収益】　ｂ
1.5%11,475 9.5%9.5%9.5%9.5%11,43211,43211,43211,432ｂ／ａ純経常行政コスト純経常行政コスト純経常行政コスト純経常行政コスト（経常行政コスト－経常収益）（経常行政コスト－経常収益）（経常行政コスト－経常収益）（経常行政コスト－経常収益）

普通会計 連結
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（１）行政コスト計算書の対前年度比較（１）行政コスト計算書の対前年度比較（１）行政コスト計算書の対前年度比較（１）行政コスト計算書の対前年度比較    

   
    

○  平成２４年度の「経常行政コスト」については，「物にかかるコスト」における「物件費」や，

「移転支出的なコスト」における「補助金等」の増加などにより，前年度比約２，２００億円増

加の約１兆２，６００億円となりました。 

 「物件費」と「補助金等」の増加については，普通会計の増加が主な要因となっています。 

 普通会計以外の要因としては，連結対象の拡大などにより「経常行政コスト」全体で，約 

２００億円増加しています。 

 

○  「経常収益」については，普通会計で減少したことなどにより「分担金・負担金・寄附金」が

約３００億円減少しましたが，連結対象の拡大などにより，「事業収益」が約２００億円，「その

他特定行政サービス収入」が約１００億円増加し，全体では前年度ほぼ同額の約１，２００億

円となっています。 

 

○  以上の結果，「純経常行政コスト」は，前年度比約２，２００億円増加の約１兆１，４００億円

となりました。連結対象となる第三セクターなどは，主に受益者負担によりコストが賄われて

いるため，普通会計とほぼ同額となっています。 

 

        

    

（単位：億円）金額 構成比 金額 構成比 うち連結対象拡大分10,453 100.0% 12,63412,63412,63412,634 100.0% 2,181 190１．人にかかるコスト 2,915 27.9% 2,7652,7652,7652,765 21.9% △ 150 21（１）人件費 2,501 23.9% 2,4912,4912,4912,491 19.7% △ 10 20（２）退職手当引当金繰入等 254 2.4% 115115115115 0.9% △ 139 1（３）賞与引当金繰入額 160 1.5% 159159159159 1.3% △ 1 0２．物にかかるコスト 2,644 25.3% 3,6483,6483,6483,648 28.9% 1,004 41（１）物件費 1,291 12.4% 2,2202,2202,2202,220 17.6% 929 31（２）維持補修費 36 0.3% 59595959 0.5% 23 2（３）減価償却費 1,317 12.6% 1,3691,3691,3691,369 10.8% 52 8３．移転支出的なコスト 4,341 41.5% 5,4765,4765,4765,476 43.3% 1,135 △ 1（１）社会保障給付 166 1.6% 138138138138 1.1% △ 28 0（２）補助金等 3,728 35.7% 4,5954,5954,5954,595 36.4% 867 △ 1（３）他会計等への支出額 0 0.0% 0000 0.0% 0 0（４）他団体への公共資産整備補助金等 447 4.3% 743743743743 5.9% 296 0４．その他のコスト 553 5.3% 745745745745 5.9% 192 129（１）支払利息 250 2.4% 223223223223 1.8% △ 27 0（２）回収不能見込計上額 7 0.1% 19191919 0.2% 12 0（３）その他行政コスト 296 2.8% 503503503503 4.0% 207 1291,184 100.0% 1,2021,2021,2021,202 100.0% 18 218１．使用料・手数料 95 8.0% 99999999 8.2% 4 0２．分担金・負担金・寄附金 367 31.0% 106106106106 8.8% △ 261 8３．保険料 0 0.0% 0000 0.0% 0 0４．事業収益 525 44.3% 682682682682 56.7% 157 91５．その他特定行政サービス収入 197 16.6% 315315315315 26.2% 118 1192,163 △ 28※増減のうち連結対象拡大分は，出資比率５０％以上から２５％以上に連結対象を拡大したことにより増減した額である。

増減【経常行政コスト】　ａ

【経常収益】　ｂ
ｂ／ａ 11.3% 9.5%9.5%9.5%9.5%純経常行政コスト純経常行政コスト純経常行政コスト純経常行政コスト（経常行政コスト－経常収益）（経常行政コスト－経常収益）（経常行政コスト－経常収益）（経常行政コスト－経常収益） 9,269 11,43211,43211,43211,432

H23 H24
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（２）行政目的別経常行政コスト（２）行政目的別経常行政コスト（２）行政目的別経常行政コスト（２）行政目的別経常行政コスト    

   
○  連結行政コスト計算書は普通会計と比べ，流域下水道事業特別会計や住宅供給公社など

が連結となる「生活インフラ・国土保全」分野や，県立病院や水道用水供給事業会計などが

連結となる「環境衛生」分野の構成比が高くなっています。 

 

○  前年度と比べ「産業振興」分野が大きく増加していますが，主な要因は普通会計の増加に

よるものです。 

普通会計以外では，連結対象の拡大などにより，「生活インフラ・国土保全」分野や「産業振

興」分野などが前年度より増加しています。 

（単位：百万円）金額 構成比 金額 構成比 うち連結対象拡大分生活インフラ・国土保全 107,364 10.3% 142,928142,928142,928142,928 11.3% 35,564 4,511教育 223,410 21.4% 211,040211,040211,040211,040 16.7% △ 12,370 0福祉 326,430 31.2% 357,478357,478357,478357,478 28.3% 31,048 57環境衛生 46,731 4.5% 54,01154,01154,01154,011 4.3% 7,280 1,224産業振興 149,420 14.3% 283,734283,734283,734283,734 22.5% 134,314 13,227警察 53,060 5.1% 49,14849,14849,14849,148 3.9% △ 3,912 24総務 77,318 7.4% 96,98796,98796,98796,987 7.7% 19,669 0議会 1,654 0.1% 1,5081,5081,5081,508 0.1% △ 146 0支払利息 25,017 2.4% 18,24718,24718,24718,247 1.4% △ 6,770 0回収不能見込計上額 718 0.1% 1,7741,7741,7741,774 0.1% 1,056 0その他 34,136 3.2% 46,55446,55446,55446,554 3.7% 12,418 0経常行政コスト合計 1,045,258 100.0% 1,263,4111,263,4111,263,4111,263,411 100.0% 218,153 19,042※増減のうち連結対象拡大分は，出資比率５０％以上から２５％以上に連結対象を拡大したことにより増減した額である。
行政目的 H23 H24 増減 生活インフラ・国土保全

11.3% 教育
16.7%福祉

28.3%環境衛生
4.3%

産業振興
22.5%

警察
3.9%

総務
7.7%

議会
0.1%

支払利息
1.4%

回収不能見込計上額
0.1%

その他
3.7%
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10101010    平成２平成２平成２平成２４４４４年度連結純資産変動計算書の概要年度連結純資産変動計算書の概要年度連結純資産変動計算書の概要年度連結純資産変動計算書の概要    

    
 

 

11 11 11 11 平成２平成２平成２平成２４４４４年度連結資金収支計算書の概要年度連結資金収支計算書の概要年度連結資金収支計算書の概要年度連結資金収支計算書の概要    

   

（単位：億円）

・公共資産等整備一般財源等 20,714・民間等からの出資金 754・資産評価差額 △ 3,272・その他一般財源等 △ 9,549
・臨時損益 △ 1,181

　　H24年度末純資産　　H24年度末純資産　　H24年度末純資産　　H24年度末純資産 22,83122,83122,83122,831・国の負担 14,184・その他 217・地方交付税 3,831・その他行政コスト充当財源 1,971・補助金等受入 4,935
　　H23年度末純資産              　　H23年度末純資産              　　H23年度末純資産              　　H23年度末純資産              21,91321,91321,91321,913・純経常行政コスト △ 11,432・地方税 2,577

（単位：億円）11,26611,26611,26611,2662,9062,1664,594など 14,65314,65314,65314,6532,5783,8312,7271,811など 1,7281,7281,7281,7281,2741,2741,2741,274464301　　　　基金取崩額 378など 6,7096,7096,7096,7091,5413,8181,030など 3,7703,7703,7703,7701,7441,400など

△ 454△ 454△ 454△ 454支出収入
　　　　地方債償還額収入　　　　貸付金

　　　　　補助金等 収入　　　　　地方税　　　　　地方交付税　　　　　国補助金等
経常的収支の部経常的収支の部経常的収支の部経常的収支の部 3,3873,3873,3873,387支出　　　　　人件費  　　　　　　物件費

　　　　　基金取崩額公共資産整備収支の部公共資産整備収支の部公共資産整備収支の部公共資産整備収支の部
　　　　基金積立金

期末資金残高期末資金残高期末資金残高期末資金残高
　　　　国補助金等

経費負担割合変更等に伴う差額
　　　　貸付金回収額当年度資金増減額当年度資金増減額当年度資金増減額当年度資金増減額期首資金残高 2,2742,2742,2742,274

　　　　国補助金等　　　　地方債発行額投資・財務的収支の部投資・財務的収支の部投資・財務的収支の部投資・財務的収支の部 △ 2,939△ 2,939△ 2,939△ 2,939支出
159△ 6△ 6△ 6△ 62,121

○ 平成２４年度末の「純資産」について

は，前年度から約９００億円増加の約

２兆２，８００億円となりました。 

 

○ 平成２４年度末の「純資産」は，普通

会計の増加などにより，国の負担や公

共資産等整備一般財源等が増加して

います。 

 

 

○ 資金収支計算書の「経常的収支の

部」は，普通会計と比べ黒字幅が約 

４００億円増加して約３，４００億円の黒

字となっています。 

 

○  「公共資産整備収支の部」は，普通

会計と比べ赤字幅が約１００億円減少

して約５００億円の赤字となっていま

す。 

 

○  「投資・財務的収支の部」は，普通

会計と比べ赤字幅が約４００億円増加

して約２，９００億円の赤字となってい

ます。 

 

○ 以上の結果，平成２４年度の資金は 

約６億円減少し，連結団体の拡大に伴

う差額約２００億円を含め，期末資金

残高は約２，３００億円となっていま

す。 
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12121212    分析指標など分析指標など分析指標など分析指標などによる類似団体との比較による類似団体との比較による類似団体との比較による類似団体との比較（普通会計）（普通会計）（普通会計）（普通会計）    

  財政力を測るための指数である財政力指数が類似した他県（総務省方式改訂モデルにより

指標を算出可能な平成２４年度決算分財務諸表を公表している６団体）と，主な分析指標や１

人あたりの財務諸表上の数値などの比較を行いました。 ※財政力指数：普通交付税上の基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の過去３年間の平均値 ※他団体の分析指標などについては，本県で簡易的に算出したものであり，当該団体において公表されているものと異なる場合があります。 
（１）分析指標（１）分析指標（１）分析指標（１）分析指標    

    

○  「社会資本形成の過去及び現世代負担比率」や「社会資本形成の将来世代負担比率」は，

公共資産がどの世代の負担によって形成されているかを示す指標で，数値が高いほど当該

世代による負担が大きいことを表します。 

 本県は，７団体平均と比べ，「過去及び現世代負担比率」の割合が，高くなっています。 

    
 

○  「受益者負担比率」は，経常行政コストがどれだけ受益者負担に相当する財源で賄われて

いるかを示す指標で，数値が高いほど経常的な行政サービスがより受益者の負担で賄われ

ていることを表します。 

 本県の「受益者負担比率」は，前年度と比べ大きく低下しておりますが，これは東日本大震

災の影響により経常行政コストが増加したことや，寄附金などの減少により経常収益が減少

したことによるものです。 

 

○  「行政コスト対税収等比率」は，受益者負担以外の一般財源などで賄うべき純経常行政コ

ストについて，どれだけ当該年度の地方税や地方交付税などの財源で賄われているのかを

見るための指標です。 

 本県は，前年度と比べ「行政コスト対税収等比率」が高くなっておりますが，７団体平均と比

べると依然低い状況となっています。 

    

宮城(H23) 宮城県宮城県宮城県宮城県 茨城県 栃木県 神奈川県 愛知県 三重県 滋賀県 ７団体単純平均
120.43.180.760.6 63.863.863.863.8 28.59.743.3 64.8 52.0 50.1 44.656.64.584.7 96.72.2110.0 49.161.361.361.361.31.51.51.51.5103.2103.2103.2103.2 60.12.9111.4 35.71.8115.3 1.2121.8 47.41.6118.5 61.62.0114.4（純経常行政コスト/一般財源等）

社会資本形成の過去及び現世代負担比率（純資産合計/公共資産合計）社会資本形成の将来世代負担比率（地方債残高/公共資産合計）受益者負担比率（経常収益/経常行政コスト）行政コスト対税収等比率
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（２）県民１人あたりの財務状況（２）県民１人あたりの財務状況（２）県民１人あたりの財務状況（２）県民１人あたりの財務状況    

      
 

         
 

 

    

（単位：千円）H23 H24H24H24H24 増減 H23 H24H24H24H24 増減1,219 1,1711,1711,1711,171 △ 48 776 791791791791 15H23 H24H24H24H24 増減 H23 H24H24H24H24 増減247 315315315315 68 55 57575757 2848)H23 H24H24H24H24 増減 H23 H24H24H24H24 増減104 108108108108 4 739 747747747747 8H23 H24H24H24H24 増減 H23 H24H24H24H24 増減1,570 1,5951,5951,5951,595 25 1,570 1,5951,5951,5951,595 25
(H24負債合計

資産 （現在保有している財産） 負債 （将来世代の負担）公共資産公共資産公共資産公共資産 固定負債固定負債固定負債固定負債（道路・学校など県の社会資本） （翌々年度以降支出分）
純資産 （過去及び現世代・国の負担）資産合計 負債・純資産合計

投資等投資等投資等投資等 流動負債流動負債流動負債流動負債（出資金・貸付金などの回収可能資産） （翌年度支出分）流動資産流動資産流動資産流動資産（現金預金・未収金などの資産）
金額 構成比 金額金額金額金額 構成比構成比構成比構成比421 100.0% 503503503503 100.0%100.0%100.0%100.0% 82118 28.0% 110 21.9% △ 899 23.5% 138 27.4% 39195 46.3% 242 48.1% 479 2.1% 13 2.6% 419 100.0% 8888 100.0%100.0%100.0%100.0% △ 114 21.1% 4 50.0% 015 78.9% 4 50.0% △ 11495495495495 93（地方税や交付税等一般財源で賄うべきコスト）

・その他のコスト　経常収益 b　経常収益 b　経常収益 b　経常収益 b・使用料・手数料・分担金・負担金・寄附金　純経常行政コスト a-b　純経常行政コスト a-b　純経常行政コスト a-b　純経常行政コスト a-b 402
・人にかかるコスト（人件費・退職手当等）・物にかかるコスト（物件費・減価償却費等）・移転支出的なコスト（社会保障給付・他団体への支出等）

（単位：千円，％）H23 H24H24H24H24 増減　経常行政コスト a　経常行政コスト a　経常行政コスト a　経常行政コスト a

類似団体との比較類似団体との比較類似団体との比較類似団体との比較 （単位：千円）宮城(H23) 宮城県宮城県宮城県宮城県 茨城県 栃木県 神奈川県 愛知県 三重県 滋賀県 ７団体単純平均288１人あたり純経常行政コスト 402 495495495495１人あたり資産合計１人あたり負債合計１人あたり経常行政コスト 421 275 273 172267 268 206 283886 774294 2761,574 1,642 1,351832297 281831 848848848848 808538834 672503503503503 2131761,570 1,5951,5951,5951,595 1,0525831,344 1,667

○  平成２４年度における本県の県民

１人あたりの貸借対照表は左のとお

りです。 

 前年度と比較して，東日本大震災関

係基金残高の増加等により資産の「投

資等」が増加しています。 

１人あたりの資産合計は，７団体平

均と比べ大きくなっています。 

○  平成２４年度における本県の県民

１人あたりの行政コスト計算書は左

のとおりです。 

 東日本大震災の影響などにより，１

人あたりの経常行政コストは，７団体

平均と比べ大きくなっています。 


